
 

第６節 地下タンク貯蔵所の基準 

 

１ 一の地下タンク貯蔵所の範囲 

二以上の地下貯蔵タンクが次に該当する場合は一の地下タンク貯蔵所とする。 

（S.54.12.6 消防危第 147 号質疑） 

⑴ 同一のタンク室内に設置されている場合 

⑵ 同一の基礎上に設置されている場合 

⑶ 同一のふたで覆われている場合 

 

２ 地下貯蔵タンクの間仕切による貯蔵 

品名を異にする石油類は、間仕切により完全に区画されたタンクに貯蔵できるものであること。 

 

３ 地下タンク貯蔵所の設置場所等 

⑴ 地下タンク貯蔵所の設置場所は、当該設備の点検管理が容易に行えるよう、地下タンク貯蔵

所の直上部に必要な空間が確保できる場所とすること。  （S.49.5.16 消防予第 72 号質疑） 

⑵ 地下貯蔵タンクの設置場所は、屋外の火災予防上安全な場所とし、構内道路部分等には埋設

しないこと。 

⑶ 埋立地等で特に地盤が軟弱なため、タンクの沈下又は配管の損傷が予想される地域は、沈下

等を防止するための基礎の補強及びその他有効な措置を講ずること。 

⑷ 地下タンク貯蔵所の設置位置が地盤のコンクリート舗装により不明となるおそれがある場

合には、地下タンク貯蔵所の範囲を地盤面上に目地、塗料等により明示すること。 

 

４ 地下貯蔵タンク及びタンク室の構造例（H.18.5.9 消防危第 112 号、H.30.4.27 消防危第 73 

号） 

政令第 13 条第１項第６号の地下貯蔵タンク及び第 14 号のタンク室の構造例は次のとおりと

し、この構造例によって施工しない場合は、H.17.3.24 消防危第 55 号を参考にするとともに、

必要に応じて第三者機関の評価を受けること。 

⑴ 標準的な設置条件等 

ア タンク鋼材は、日本産業規格 G 3101 一般構造用圧延鋼材 SS400（単位重量は 77×10－６

N/㎣）を使用 

イ 外面保護の厚さは２㎜ 

ウ タンク室上部の土被りはなし。 

エ 鉄筋は SD295Ａを使用 

オ タンク室底版とタンクの間隔は 100 ㎜ 

カ タンク頂部と地盤面の間隔は 600 ㎜以上とされているが、タンク室頂版（蓋）の厚さを

300 ㎜（100kL の場合にあっては 350 ㎜）とし、タンク頂部とタンク室頂版との間隔は 300 

㎜以上（307 ㎜～337 ㎜）とする。 

キ タンクとタンク室側壁との間隔は 100 ㎜以上とされているが、当該間隔は 100 ㎜以上

（153.5 ㎜～168.5 ㎜）とする。 

ク タンク室周囲の地下水位は地盤面下 600 ㎜ 



 

ケ 乾燥砂の比重量は 17.7×10－６N/㎣とする。 

コ 液体の危険物の比重量は 9.8×10－６N/㎣とする。 

サ コンクリートの比重量は 24.5×10－６N/㎣とする。 

シ 上載荷重は車輌の荷重とし、車輌全体で 250kN、後輪片側で 100kN とする。 

ス 使用するコンクリートの設計基準強度は 21N/㎟とする。 

セ 鉄筋の被り厚さは 50 ㎜とする。 

 
⑵ 一般的な構造例 

ア タンク本体 

記号は下図参照のこと 

 

 



 

 

 

イ タンク室 

 

 



 

 

Ｂｉ：内法幅   Ｂｏ：外面幅  ｔｗ：側壁厚さ 

Ｌｉ：内法長さ  Ｌｏ：外面長さ 

Ｈｉ：内法高さ  Ｈｏ：外面高さ  ｔｂ：底版厚さ  ｔｓ：頂版厚さ 

 

ウ ２kL の場合 

(ｱ) 標準断面 

 

 

(ｲ) 設計配筋 

 



 

エ 10kL の場合 

(ｱ) 標準断面 

 

 

(ｲ) 設計配筋 

設計配筋一覧表 

 

 

オ 20kL の場合 

 (ｱ) 標準断面 

 



 

(ｲ) 設計配筋 

設計配筋一覧表 

 

 

カ 30kL（内径 2100）の場合 

(ｱ) 標準断面 

 

 

(ｲ) 設計配筋 

 



 

キ 30kL（内径 2400）の場合 

(ｱ) 標準断面 

 

 

(ｲ) 設計配筋 

 

ク 48kL の場合 

(ｱ) 標準断面 

 



 

(ｲ) 設計配筋 

 

ケ 50kL の場合 

(ｱ) 標準断面 

 

(ｲ) 設計配筋 

 

 

 



 

コ 100kL の場合 

(ｱ) 標準断面 

 

(ｲ) 設計配筋 

 

 

５ 地下貯蔵タンクの外面保護に用いる塗覆装の性能確認の方法について 

（H.17.9.13 消防危第 209 号通知） 

告示第４条の 48 第２項に定める「次の各号に掲げる性能が第３項第２号に掲げる方法と同等

以上の性能」を有することの確認は、同等以上の性能の確認を行なおうとする方法（塗覆装の材

料及び施工方法）により作成した試験片を用いて、次に掲げる性能ごとにそれぞれ示す方法で行

うものとする。 

⑴ 浸透した水が地下貯蔵タンクの外表面に接触することを防ぐための水蒸気透過防止性能 

プラスチックシート等（当該シート等の上に作成した塗覆装を容易に剥がすことができるも

の）の上に、性能の確認を行なおうとする方法により塗覆装を作成し乾燥させた後、シート等

から剥がしたものを試験片として、日本産業規格 Z 0208「防湿包装材料の透湿度試験方法（カ

ップ法）」に従って求めた透湿度が、2.0ｇ／㎡・日以下であること。 

なお、恒温恒湿装置は、条件Ａ（温度 25℃±0.5℃、相対湿度 90％±２％）とすること。 

⑵ 地下貯蔵タンクと塗覆装との間に間隙が生じないための地下貯蔵タンクとの付着性能日本

産業規格 K 5600-6-2「塗料一般試験方法－第６部：塗膜の化学的性質－第２節：耐液体性（水



 

浸せき法）」に従って、40℃の水に２ヶ月間浸せきさせた後に、日本産業規格 K 5600-5-7「塗

料一般試験方法－第５部：塗膜の機械的性質－第７節：付着性（プルオフ法）」に従って求めた

単位面積当たりの付着力（破壊強さ）が、2.0MPa 以上であること。 

⑶ 地下貯蔵タンクに衝撃が加わった場合において、塗覆装が損傷しないための耐衝撃性能 

室温５℃及び23℃の温度で24 時間放置した２種類の試験片を用いて、日本産業規格K 5600-

5-3「塗料一般試験方法－第５部：塗膜の機械的性質－第３節：耐おもり落下性」（試験の種類

は「デュポン式」とする。）に従って、500 ㎜の高さからおもりを落とし、衝撃による変形で割

れ又ははがれが生じないこと。 

さらに、上記試験後の試験片を日本産業規格 K 5600-7-1「塗料一般試験方法－第７部：塗膜

の長期耐久性－第１節：耐中性塩水噴霧性」に従って 300 時間の試験を行い、さびの発生がな

いこと。 

⑷ 貯蔵する危険物との接触による劣化、溶解等が生じないための耐薬品性能日本産業規格 K 

5600-6-1「塗料一般試験方法－第６部：塗膜の化学的性質－第１節：耐液体性（一般的方法）」

（７については、方法１（浸せき法）手順Ａによる。）に従って、貯蔵する危険物を用いて 96 

時間浸せきし、塗覆装の軟化、溶解等の異常が確認されないこと。 

なお、貯蔵する危険物の塗覆装の軟化、溶解等に与える影響が、同等以上の影響を生じると

判断される場合においては、貯蔵する危険物に代わる代表危険物を用いて試験を実施すること

として差し支えないものであること。 

 

６ 地下トンネル等 

⑴ 改正政令（H.17 政令第 23 号）前の政令第 13 条第１項第１号イに規定する「地下トンネル」

とは、電力ケーブル、ガス管、水道管等の共同型式又は単独で収納する地下工作物で、点検、

補修等のため人の出入りするもの及び地下横断歩道をいうものであること。（ S.43.10.25 消

防危第239 号質疑、 S.51.11.16 消防危第95 号質疑、S.52.3.25 消防予第47号質疑、S.54.8.3 

消防危第 84 号質疑、S.57.3.30 消防危第 40 号質疑） 

⑵ 地下トンネルが設置される時点で、既に設置されている地下貯蔵タンクについて、次のア～

ウのすべてに該当する場合は、当該タンクをタンク室内に設置しないことができるものである

こと。ただし、地下鉄・地下街にあっては該当しないものであること。 

ア 地下貯蔵タンクと地下トンネルとの垂直距離が 10ｍ以上であること。 

イ 地下トンネルは、地下水面より 10ｍ以上深い位置に設置されていること。 

ウ 地下貯蔵タンクに貯蔵される危険物は比重が 1.0 未満で、かつ、非水溶性であること。 

（S.56.10.30 消防危第 143 号質疑、S.40.10.21 消防危第 164 号質疑） 

 

７ タンク外面の保護 

この項の外面保護方法を改正規則（H.17 総務省令第 37 号）後の地下貯蔵タンクに適用する場

合は、「５ 地下貯蔵タンクの外面保護に用いる塗覆装の性能確認の方法について」により性能確

認をしなければならない。 

⑴ 政令第 13 条第１項第７号により、改正規則前の規則第 24 条に規定するタンクの外面保護方

法に代えて、同等以上の効果を有するエポキシ樹脂等によることができること。 

（第２－６－１表参照） 



 

 

※ 参考通知 

「地下タンクの外面の保護の方法についての特例」（S.49.4.1 消防予第 52 号質疑） 

 

８ ふたの構造等 

⑴ 政令第 13 条第２項第２号イ及び改正政令（H.17 政令第 23号）前の政令第 13条第１項第１

号ロに規定する「厚さ 0.3ｍ以上の鉄筋コンクリートのふた」の鉄筋は、直径９㎜以上でその

間隔は縦、横 0.3ｍ以下、若しくはこれと同等以上のものとすること。 

（S.45.2.17 消防予第 37 号質疑） 

⑵ 政令第 13 条第２項第２号ロ及び改正政令（H.17 政令第 23号）前の政令第 13条第１項第１

号ハに規定する「ふたにかかる重量が直接当該タンクにかからない構造」とは、次に掲げるも

のであること。 

ア 次の（ｱ）～（ｴ）のすべてに適合する場合（第２－６－１図参照）この場合のふたは、当

該タンクからその水平距離の縦、横が各々片側ずつ 0.3ｍ以上の大きさとすること。 

(ｱ) 支柱は鉄筋コンクリート造、ヒューム管、若しくはこれらと同等以上の強度を有する柱 

で支える構造とすること。 



 

(ｲ) 支柱の数はタンク１基につき４本以上とすること。ただし、タンク群にあっては、次の

例図２によることができるものであること。 

 

例図１                例図２ 

 

第２－６－１図 ふたの構造 

 

(ｳ) 支柱の太さは、支柱にかかる重量に応じ、角柱にあっては短辺の長さを 20 ㎝以上、円柱

にあっては直径 20 ㎝以上であること。 

(ｴ) 鉄筋コンクリート造の支柱は、軸方向鉄筋の直径は 12 ㎜以上で、その本数は４本以上

とすること。軸方向鉄筋は基礎及びふたの鉄筋と連結させること。帯鉄筋の直径は６㎜以

上で、その間隔は柱の短辺の長さ、軸方向鉄筋の直径の 12倍又は帯鉄筋の直径の 48 倍の

うち、その値の最も小さな値以下とすること。 

鉄筋コンクリート管（ヒューム管）を用いた支柱は、直径９㎜以上の鉄筋を４本以上と

し、基礎及びふたの鉄筋と連結させ、コンクリートを充填すること。 

イ 地下貯蔵タンクを埋設する周囲の地盤が堅固であってふたにかかる重量が当該地盤によ

って支えられ、支柱を設ける必要がないと認められる場合 

この場合のふたは、当該タンクからその水平投影の縦、横が各々片側ずつ 0.6ｍ以上の大

きさとすること。 

※ 参考通知 

「配管の敷設方法及び地下タンクのふたの構造等」（S.45.2.17 消防予第 37 号質疑） 

 

９ タンク室省略工事の地下貯蔵タンクの固定方法 

政令第 13条第２項第２号ハ及び改正政令（H.17 政令第 23 号）前の政令第 13 条第１項第１号

ニに規定するタンク室を設けない地下貯蔵タンクを「基礎に固定する」方法は、次によるもので

あること。 



 

なお、地下貯蔵タンクをタンク室内に設置する場合についてもこれを準用するものであること。 

⑴ 防錆塗装した締付バンド及びボルト等により、間接的に固定すること。 

⑵ ボルトは、下部を屈曲させたものとし、タンクの基礎ベースの厚みの中心まで達すること。 

⑶ 地下水によって浮上しない構造であること。 

 

10 タンクの基礎 

⑴ 厚さ 20 ㎝以上の鉄筋コンクリート（鉄筋は９㎜以上のものを用い、鉄筋の間隔は「19 タ

ンク室の構造」の底盤に準ずること。）とし、当該鉄筋にタンクを固定するためのアンカーボル

トを連結すること。 

⑵ タンクの架台部分にも鉄筋を入れるものとし、当該鉄筋を前記⑴に掲げる鉄筋と連結するこ

と。 

⑶ タンク基礎とタンク本体との間隔は、原則として 10 ㎝以上とすること。 

 

11 タンクの砕石基礎による施工方法（H.8.10.18 消防危第 127 号通知、H.17.10.27 消防危第 246

号通知、H.29.12.15 消防危第 205 号通知） 

ＦＦ二重殻タンク、ＳＳ二重殻タンク及びＳＦ二重殻タンクをタンク室以外の場所に設置する

場合の基礎はこの工法によること。また、鋼製一重殻タンク、ＦＦ二重殻タンク、ＳＳ二重殻タ

ンク及びＳＦ二重殻タンクをタンク室に設置する場合も適用して差し支えない。 

この基準は、概ね 50kL 程度までの地下貯蔵タンク（直径は 2，700 ㎜程度まで）に適用する。 

⑴ 堅固な基礎の構成 

砕石基礎は、以下に記す基礎スラブ、砕石床、支持砕石、充填砕石、埋戻し部及び固定バン

ドにより構成するものであること。（図参照） 

ア 基礎スラブは、最下層に位置し上部の積載荷重と浮力に抗するものであり、平面寸法は政

令第 13 条第２項第１号に掲げる措置を講じた地下貯蔵タンク（以下単に「タンク」という。）

の水平投影に支柱及びタンク固定バンド用アンカーを設置するために必要な幅を加えた大

きさ以上とし、かつ、300 ㎜以上の厚さ若しくは日本建築学会編「鉄筋コンクリート構造計

算規準・同解説」に基づく計算によって求める厚さを有する鉄筋コンクリート造とすること。 

イ 砕石床は、基礎スラブ上でタンク下部に局部的応力が発生しないよう直接タンクの荷重等

を支持するものであり、６号砕石等（JIS A 5001「道路用砕石」に示される単粒度砕石で呼

び名がＳ－13（６号）又は３～20㎜の砕石（砂利を含む。）をいう。以下同じ。）又はクラッ

シャラン（JIS A 5001「道路用砕石」に示されるクラッシャランで呼び名がＣ－30又はＣ－

20 のものをいう。以下同じ。）を使用するものであること。また、ゴム板又は発泡材（タン

ク外面の形状に成形された発泡材で耐油性としたものをいう。以下同じ。）をもって代えるこ

とも可能であること。 

砕石床材料ごとの寸法等については次表によること。 

 

 

 



 

 

 

ウ 支持砕石は、砕石床上に据え付けたタンクの施工時の移動、回転の防止のため、充填砕石

の施工に先立って行うものであり、６号砕石等又はクラッシャランをタンク下部にタンク中

心から 60度（時計で例えると５時から７時まで）以上の範囲まで充填すること。ただし、砕

石床として発泡材を設置した場合及びタンク据え付け後直ちに固定バンドを緊結した場合

は、省略できるものであること。 

エ 充填砕石は、設置後のタンクの移動、回転を防止するため、タンクを固定、保持するもの

であり、６号砕石等、クラッシャラン又は山砂を砕石床からタンク外径の 1/4 以上の高さま

で充填すること。 

オ 埋戻し部は、充填砕石より上部の埋戻しであり、土圧等の影響を一定とするため、６号砕

石等、クラッシャラン又は山砂により均一に埋め戻すこと。 

カ 固定バンドは、タンクの浮力等の影響によるタンクの浮上、回転等の防止のため、基礎ス

ラブ及び砕石床に対し概ね 80～90 度の角度となるよう設けること。 

 



 

⑵ 施工に関する指針 

ア 基礎スラブの設置 

基礎スラブの施工に先立ち、基礎スラブ等の上部の荷重を支持する掘削抗の床は、十分に

締固め等を行うこと。また、掘削抗の床上には、必要に応じて割栗石等を設けること。基礎

スラブは、荷重（支柱並びに支柱を通じて負担するふた及びふた上部にかかる積載等の荷重

を含む。）に対して十分な強度を有する構造となるよう、必要なスラブ厚さ及び配筋等を行う

ものであること。また、基礎スラブにはタンク固定バンド用アンカーを必要な箇所（浮力、

土圧等によりタンクが移動、回転することのないものとする。）に設置すること。 

イ 砕石床の設置 

砕石床を６号砕石等とした場合は、基礎スラブ上のみでなく掘削抗全面に設置すること

（砕石床の崩壊を防止するため、基礎スラブ周囲に水抜き孔を設けた必要な砕石床の厚さと

同等以上の堰を設けた場合には、砕石床を基礎スラブ上のみに設けることができる。）。また、

砕石床をクラッシャランとした場合は、基礎スラブ上において必要な砕石床の厚さを確保で

きるよう設置すること。なお、砕石床の設置に際しては、十分な支持力を有するよう小型ビ

ブロプレート、タンパー等により均一に締固めを行うこと。 

特に、ＦＦ二重殻タンクにあっては、タンクに有害な局部的応力が発生しないようにタン

クとの接触面の砕石床表面を平滑に仕上げること。 

ウ タンク据付け、固定 

タンクの据付けに際しては、設置位置が設計と相違しないように、十分な施工管理を行う

とともに、仮設のタンク固定補助具（タンクが固定された時点で撤去するものであること。）

を用いる等により正確な位置に据え付けること。タンク固定バンドの締付けにあたっては、

これを仮止めとした場合は、支持砕石充填後、適切な締付けを行うこと。また、タンクを据

え付け後、直ちに固定バンドの適切な締付けを行う場合は、支持砕石の設置は省略されるも

のであること。 

なお、ＦＦ二重殻タンク及びＳＦ二重殻タンクの場合には、固定バンドの接触部にゴム等

の緩衝材を挟み込むこと（固定バンドの材質を強化プラスチックとした場合を除く。）。 

エ 支持砕石の設置 

固定バンドを仮止めとした場合は、支持砕石の設置に際して、タンク下部に隙間を設ける

ことのないよう６号砕石等又はクラッシャランを確実に充填し、適正に突き固めること。突

固めにあたってはタンクを移動させることのないように施工すること。 

なお、ＦＦ二重殻タンク及びＳＦ二重殻タンクの突固めにあたっては、タンクの外殻に損

傷を与えないよう、木棒等を用いて慎重に施工すること。 

オ 充填砕石の設置 

充填砕石は、掘削坑全面に充填すること。この際に、適切に締固めを行うこと。適切な締

固めの方法としては、山砂の場合、充填高さ概ね 400 ㎜毎の水締め、６号砕石等又はクラッ

シャランの場合、概ね 300 ㎜毎に小型のビブロプレート、タンパー等による転圧等があるこ

と。充填砕石の投入及び締固めにあっては、片押しにならず土圧がタンクに均等に作用する

よう配慮するとともに、タンク外殻の損傷又はタンクの移動を生じないよう、慎重に施工す

ること。ＦＦ二重殻タンク又はＳＦ二重殻タンクにおいては、充填砕石に用いる山砂は、20

㎜程度以上の大きな礫等の混在していないもので、変質がなく密実に充填が可能なものを使



 

用すること。 

カ 埋戻し部の施工 

埋戻し部の施工は、充填砕石の設置と同様な事項に留意すること。 

キ ふたの設置 

ふたの上部の積載等の荷重がタンク本体にかからないようにするため、ふた、支柱及び基

礎スラブを一体の構造となるよう配筋等に留意すること。 

ク その他留意すべき事項 

掘削坑内にタンクを設置した後にふたの施工が完了するまでの間、地下水又は雨水により、

タンクが浮き上がるおそれのある場合には、タンクに水を張る等の浮上防止措置を講ずるこ

と。 

なお、タンク内に水を張る場合には、次に掲げる事項に留意すること。 

(ｱ) タンク内に水を張る際は、水道水等を使用し、異物がタンク内に入らないようにするこ

と。 

(ｲ) タンクの水張は、その水量に関わらず、埋め戻しをタンクの直径の２分の１まで施工し

た後に行うこと。 

(ｳ) タンクに中仕切りがある場合は、各槽に均等に水を張ること。 

(ｴ) 水張後にタンク固定用バンドの増し締めを行わないこと。ただし、タンクとゴムシート

の間に砕石が入り込むような緩みが発生した場合は、隙間がなくなる程度に最小限の増し

締めを行うこと。 

⑶ 施工管理記録簿の作成及び保存 

ア 施工管理記録簿の作成 

施工管理者は、施工管理記録簿を作成し、砕石基礎の構成及び次に掲げる施工における工 

程毎に、上記⑴及び⑵に掲げる事項の実施状況等を記録すること。 

(ｱ) 基礎スラブの設置 

(ｲ) 砕石床の設置 

(ｳ) タンク据付け、固定 

(ｴ) 支持砕石の設置（砕石床として発泡材を設置した場合及びタンク据え付け後直ちに固定 

バンドを緊結した場合で、支持砕石の設置を省略した場合は除く。） 

(ｵ) 充填砕石の設置 

(ｶ) 埋め戻し 

(ｷ) ふたの設置 

(ｸ) 浮上防止措置 

イ 施工管理記録簿の作成に係る留意事項 

(ｱ) 施工管理者の確認年月日及び氏名を記載すること。 

(ｲ) 適切な施工が行われたことを示す写真を添付すること。 

ウ 施工管理記録簿の保存 

タンクの所有者等は、施工管理者が作成した施工管理記録簿を、タンクが廃止されるまで

の間、設置に係る許可書とともに適切に保存すること。 

 

 



 

ア ６号砕石等又はクラッシャランを用いる場合 

 

 
 

 



 

イ ゴム板を用いる場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

ウ 発泡材を用いる場合 

 

 

 

12 タンクの頂部 

政令第 13 条第１項第３号に規定する「地下貯蔵タンクの頂部」には、マンホール部分は含ま

れないものとし、タンク本体の頂部とすること。 

 

13 通気管又は安全装置 

政令第 13条第１項第８号に規定する通気管又は安全装置については次によること。 

⑴ 引火点 40℃以上の危険物を貯蔵するタンクの通気管の先端位置は、敷地境界線から水平距離

で１ｍ以上離れた位置とすること。 

⑵ 風圧等により損傷を受けるおそれのないように設けること。 

⑶ 通気管又は安全装置の埋設部分は、危険物を取り扱う地下配管の構造に準じ、溶接接合及び

防食措置を講ずること。 

 

 



 

14 自動表示装置 

政令第 13条第１項第８号の２に規定する自動表示装置については、次によること。 

⑴ 自動表示装置は、タンクに浸水しない構造のものとすること。 

⑵ 注入口と地下タンクが著しく離れている場合で、注入量の確認ができないものにあっては、

注入量がタンク容量に達した場合に警報を発する等の装置を注入口付近に設けること。 

（S.43.7.30 消防予第 178 号質疑） 

 

15 注入口及び結合金具 

⑴ 政令第 13 条第１項第９号に規定する注入口については、同号の規定によるほか、第４節（屋

外タンク貯蔵所の基準）13 の例によること。 

⑵ 注入口に設ける結合金具は、真鍮その他摩擦による火花を発し難い材料で造り、結合型式は、

ねじ込み式、差込歯止式及びフランジ結合式とし危険物の漏れない構造とすること。 

 

16 ポンプ設備 

⑴ 政令第 13 条第１項第９号の２に規定するポンプ設備の内、ポンプ及び電動機を平屋建以外 

 の建築物内に設けるものについては、規則第 22 条の６第１項第１号の規定の例によること。 

 ⑵ ポンプ設備を鋼板で造られた外箱に収納する場合で、次のアのすべてに適合する場合は、次 

  のイによることができる。 

  ア 適用条件 

(ｱ) 外箱の大きさは必要最小限とするとともに、ポンプの維持管理を行うことができる構造 

  とすること。ただし、注入口、液面計等当該施設に必要な設備は、同一の外箱内にポンプ 

  設備と鋼板で仕切り、設置することができる。 

(ｲ) 外箱の底部（高さ 0.15ｍ以上）は、危険物の漏れない構造とすること。 

(ｳ) 外箱は、ポンプ設備の温度上昇を防止するために有効な通風の措置を講じること。 

  イ 外箱に収納されたポンプ設備の扱い 

(ｱ) 当該ポンプ設備は、屋外にあるポンプ設備とする。 

(ｲ) 外箱の底部をもって、ポンプ設備直下に設ける流出防止の囲い及び貯留設備として扱う。 

(ｳ) 油分離装置を設けないことができる。 

17 配管 

⑴ タンクに設ける注入配管は、タンク底部付近まで立ち下げること。 

（S.37.4.6 自消丙発第 44 号質疑） 

⑵ 政令第 13 条第１項第 10 号に規定する配管には、タンク本体と配管との接合部も含まれるも

のであること。 

⑶ 規則第13条の５第３号に規定する「上部地盤面にかかる重量が地下配管にかからない構造」

とは、コンクリート、鉄パイプ等の保護管中又はコンクリート舗装の下部に埋設したものとす

ること。（S.45.2.17 消防予第 37号質疑） 

 

18 液体の危険物の漏れを検知する設備 

政令第 13条第１項第 13号に規定する液体危険物の漏れを検知する設備のうち、検知管につい

ては、次によること。 



 

⑴ 検知管の材質は、金属管又は硬質塩化ビニール管等貯蔵する危険物に侵されないものとする

こと。 

⑵ 検知管の内径は、原則として 25 ㎜以上であること。 

⑶ 検知管の長さは、コンクリートふた上面よりタンク基礎上面までの長さ以上とすること。 

⑷ 上部にはふたを設け、水の浸入しない構造とすること。 

⑸ 検知管の小孔は、内外管とも概ね下端からタンク中心までとする。ただし、地下水位の高い

場所では地下水位上方まで小孔を設けること。 

⑹ 設置数は、タンク１基について４本以上とすること。ただし、２以上のタンクを 0.5ｍ以上

１ｍ以下に接近して設ける場合は、次の例によることができるものであること。 

（第２－６－２図参照） 

 
 

19 タンク室の構造 

⑴ 改正政令（H.17 政令第 23 号）前の政令第 13 条第１項第 14 号に規定する「厚さ 0.3ｍ以上

のコンクリート造又はこれと同等以上の強度を有する構造」とは、鉄筋コンクリート造、鉄骨

コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造があるが、鉄筋コンクリート造の場合の厚さについ

ては、次の例によるものであること。 



 

 

注 施工上の注意 

１ 第２－６－２表に示したような配筋のときは鉄筋コンクリートの厚さは、「同等以上の

強度を有する構造」としては 15 ㎝以上となる。 

２ 短辺の配筋は、第２－６－２表に示すとおり５㎝以上 20 ㎝以下の間隔で配筋する。 

３ 通常の施工としては、短辺の配筋は、直径 0.9 ㎝の丸鋼と直径 1.3 ㎝の丸鋼を交互に配

筋する。 

４ 丸鋼は大なる荷重又は土圧（地下タンク室の外側の壁面が受ける土圧）のかかる側の面



 

から５㎝の距離の位置に配筋するものとし、壁の面に対して両側から同じ圧力がかかると

きは、壁の中心付近に配筋する。 

５ 鉄筋の間隔は、丸鋼の中心相互の間隔である。 

⑵ タンク室の壁及び底は、地下室の壁等と兼ねることなく専用のタンク室とすること。 

⑶ 政令第 13 条第１項第４号の規定（括弧書きを除く。）にかかわらず地下タンクを２以上隣接

してタンク室内に設置する場合、タンク相互にコンクリートの壁を設けて区画した場合は、タ

ンク間の間隔を１ｍ以下とすることができること。 

⑷ 国土交通省の認可を受けている人工軽量骨材のうち細骨材は、乾燥砂と同等以上の効果を有

するものとし、乾燥砂に代えて用いることができること。 

⑸ 良質の膨張性頁岩を、高温で焼成し、人工的に砂にしたものは、乾燥砂と認められるもので

あること。（S.44.1.6 消防予第１号質疑） 

⑹ 地下タンク室に充填する人工軽量砂の取扱いについては、人工軽量砂を地下タンク室に充填

する乾燥砂と認められるものであること。(S.61.11.20 消防危第 109 号質疑) 

⑺ 規則第 24 条に規定する「水密コンクリート」とは、硬化後に水を通しにくく、水が拡散しに

くいコンクリートのことであり、一般に、水セメント比は 55％以下とし、AE剤若しくは AE減

水剤又はフライアッシュ若しくは高炉スラグ粉末等の混和材を用いたコンクリートをいうこ

と。 

⑻ 規則第 24 条に規定する「雨水、地下水等がタンク室の内部に浸入しない措置」とは振動等

による変形追従性能、危険物により劣化しない性能及び長期耐久性能を有するゴム系又はシリ

コン系の止水材を充てんすること等の措置があること。 

 

20 漏れ防止構造 

地下貯蔵タンクを設置する場合の留意点については、次によること。 

⑴ 地下貯蔵タンクを設置する地盤は、タンク等の荷重に対する十分な支持力を有するとともに

沈下及び液状化に対する安全性を有するものであること。 

⑵ 地下貯蔵タンクの設置にあたってコンクリートに適当な防水の措置を講じるための留意点

としては、次の事項が挙げられること。 

ア コンクリートは、タンク本体の損傷等を防止しながら、コンクリートの凝固状態を確認し、

ゆっくりと連続して打設すること。また、分割して打設する場合には、打ち継目に間隔が生

じないように措置すること。特にタンクの底部の隅々までコンクリートが行きわたるように

注意するとともに、コンクリート中のエアー抜きを十分に行うこと。 

イ 被覆に用いるコンクリートは、水密性の大きいものとし、ひび割れが出ないよう、材料及

び配合に留意するとともに、粗骨材、コンクリート強度等を考慮し、コンクリート打設時は、

バイブレーション等を十分に行い、打設コンクリートの締固めを十分に行うこと。 

ウ コンクリート打ち込み後５日間は、散水その他の方法で湿潤状態を保つよう養生するとと

もに、コンクリートの温度が５℃を下らないように管理し、この間は、有害な振動及び衝撃

を与えないよう注意すること。           （S.62.7.28 消防危第 75 号通知) 

 

21 マンホールの構造 

地下貯蔵タンクにマンホールを設ける場合は、次によること。 



 

⑴ マンホールは、地盤面まで立ち上げることなく、できるだけ低くすること。 

⑵ プロテクターのふたは、ふたにかかる重量に耐えられる厚さのものとし、直接プロテクター

にかからないように設けるとともに、雨水が浸入しない構造とすること。 

⑶ 配管がプロテクターを貫通する部分は、浸水を防止するように施工すること。 

（S.62.10.7 消防危第 97 号通知） 

 

22 鋼製強化プラスチック製二重殻タンクの構造等（ H.5.9.2 消防危第 66 号通知、H.7.3.28 消

防危第 28号通知、H.8.2.22 消防危第 34号通知） 

⑴ 鋼製強化プラスチック製二重殻タンクの構造等 

ア 鋼製強化プラスチック製二重殻タンクの構造 

(ｱ) 地下貯蔵タンクの底部から危険物の最高液面を超える部分までの外側に厚さ２㎜以上

のガラス繊維等を強化材とした強化プラスチックを微小な間げき（0.1 ㎜程度）を有する

ように被覆すること。 

(ｲ) 地下貯蔵タンクに被覆された強化プラスチックと当該地下貯蔵タンクの間げき内に漏

れた危険物を検知できる設備を設けること。 

イ 強化プラスチックの材料は、次のとおりとすること。 

(ｱ) 樹脂は、イソフタル酸系不飽和ポリエステル樹脂、ビスフェノール系不飽和ポリエステ

ル樹脂、ビニルエステル樹脂又はエポキシ樹脂とすること。 

(ｲ) ガラス繊維等は、ガラスチョップドストランドマット（JIS R 3411）、ガラスロービング

（JIS R 3412）、処理ガラスクロス（JIS R 3416）又はガラスロービングクロス（JIS R 

3417）とすること。 

ウ 強化プラスチックに含有されるガラス繊維等の量は、強化プラスチックの重量の 30％程度

とすること。 

エ 地下タンクに被覆した強化プラスチックの強度的特性は、「構造用ガラス繊維強化プラス

チック」（JIS K 7011）第Ⅰ類１種（GL－５）相当であること。 

オ 強化プラスチックに充填材、着色材等を使用する場合にあっては、樹脂及び強化材の品質

に影響を与えないものであること。 

⑵ 漏洩検知設備の構造等 

鋼製強化プラスチック製二重殻タンクに設けられた間げき（以下「検知層」という。）内に漏 

れた危険物を検知できる設備（以下「漏洩検知設備」という。）は、次によること。 

ア 漏洩検知設備は、地下貯蔵タンクの損傷等により検知層に危険物が漏れた場合及び強化プ

ラスチックの損傷等により地下水が検知層に浸入した場合に、これらの現象を検知するため

の検知層に接続する検知管内に設けられたセンサー及び当該センサーが作動した場合に警

報を発する装置により構成されたものであること。 

イ 検知管は次により設けること。 

なお、鋼製強化プラスチック製二重殻タンクに係る地下貯蔵タンクの水圧検査は、検知管

を取り付けた後に行うこと。 

(ｱ) 検知管は、地下貯蔵タンクの上部から底部まで貫通させ、検知層に接続すること。 

(ｲ) 検知管は、検知層に漏れた危険物及び浸入した地下水（以下「漏れた危険物等」という。） 

を有効に検知できる位置に設けること。 



 

(ｳ) 検知管は、直径 100 ㎜程度の鋼製の管とし、その内部にはさびどめ塗装をすること。 

(ｴ) 検知管の底部には、穴あき鋼板を設けること。 

(ｵ) 検知管の上部には、ふたを設けるとともに、検知層の気密試験を行うための器具が接続

できる構造とすること。 

(ｶ) 検知管は、センサーの点検、交換等が容易に行える構造とすること。 

ウ 検知層に漏れた危険物等を検知するためのセンサーは、液体フロートセンサー又は液面計

とし、検知管内に漏れた危険物等が概ね３㎝となった場合に検知できる性能を有するもので

あること。 

エ 漏洩検知設備は、センサーが漏れた危険物等を検知した場合に、警報を発するとともに当

該警報信号が容易にリセットできない構造とすること。なお、複数の鋼製強化プラスチック

製二重殻タンクを監視する装置にあっては、警報を発したセンサーが設けてある鋼製強化プ

ラスチック製二重殻タンクが特定できるものとすること。 

⑶ 強化プラスチックの被覆に係る製造上の留意事項 

ア 地下貯蔵タンクに強化プラスチックを被覆する方法は、ハンドレイアップ成形法、スプレ

イアップ成形法又は成型シート貼り法によるものとし、均一に施工できるものとすること。 

イ 強化プラスチックを被覆する前の地下貯蔵タンクの外面は、被覆する強化プラスチック等

に悪影響を与えないように、平滑に仕上げること。 

ウ 地下貯蔵タンクの底部から危険物の最高液面を超える部分までに設ける検知層は、地下貯

蔵タンクと強化プラスチックの間に、プラスチックが固化する場合に発生する熱等により、

ゆがみ、しわ等が生じにくい塩化ビニリデン系のシート又は熱の影響を受けにくい材料で造

られたスペーサーネット等を挿入することにより造ること。 

なお、成型シート貼り法による場合には、成型シートの接合部を除き、シート、スペーサ

ーネット等は必要ないものであること。 

エ 強化プラスチックに用いる樹脂の調合方法にあたっては、次によること。 

(ｱ) 硬化剤、促進剤等を添加する場合にあっては、厳正に計量すること。 

(ｲ) 適切なポットライフ（調合した樹脂を使用することができる時間）内で使用すること。 

オ 強化プラスチックに含有されるガラス繊維等は、均等に分布し、かつ、表面に露出しない

ようにすること。 

カ 強化プラスチックは、樹脂の含浸不良、気泡、異物混入等がなく、かつ、その表面に著し

い傷、補修跡等がないようにすること。 

キ 強化プラスチックは、検知層の気密性を確保するように被覆すること。 

ク 地下貯蔵タンクにつり下げ金具等を取り付ける場合にあっては、検知層が設けられていな

い部分に取り付けること。 

ケ 強化プラスチックの被覆に係る製造時には、次の事項を確認すること。 

(ｱ) 外観（目視により確認） 

強化プラスチックに歪み、ふくれ、亀裂、損傷、穴、気泡の巻き込み、異物の巻き込み、 

シート接合部不良等がないこと。 

(ｲ) 強化プラスチックの厚さ（超音波厚計等を用いて確認） 

強化プラスチックの厚さが特定値以上であること。 

(ｳ) 検知層（検知層チェッカー等を用いて確認） 



 

     設計上、検知層を設けることとしている部分に確実に間げきが存すること。 

(ｴ) ピンホール（ピンホールテスター等を用いて確認） 

強化プラスチックにピンホールがないこと。 

(ｵ) 気密性（検知層を加圧（0.02MPa 程度）し、加圧状態を 10分間以上維持して確認）圧力

降下がないこと。 

⑷ 運搬、移動、設置上の留意事項 

ア 鋼製強化プラスチック製二重殻タンクを運搬又は移動する場合は、強化プラスチックを損

傷させないように行うこと。 

なお、鋼製強化プラスチック製二重殻タンクを運搬する場合にあっては、当該タンクの検

知層を減圧（0.02MPa 程度）しておくことが、損傷を防止する観点から効果的であること。 

イ 鋼製強化プラスチック製二重殻タンクの外面が接触する基礎台、固定バンド等の部分には、

緩衝材（厚さ 10㎜程度のゴム製シート等）を挟み込み、接触面の保護をすること。 

ウ 鋼製強化プラスチック製二重殻タンクを設置する場合にあっては、当該タンクを基礎台に

据え付け、固定バンド等で固定した後に、検知層を加圧（0.02MPa 程度）し、加圧状態を 10

分間以上維持し圧力降下がないことを確認すること。 

エ 鋼製強化プラスチック製二重殻タンクを地盤面下に埋設する場合にあっては、石塊、有害

な有機物等を含まない砂を用いるとともに、強化プラスチック被覆に損傷を与えないように

作業をすること。 

オ 警報装置は、常時人のいる場所に設けること。 

カ 警報装置の電源は、原則として専用回路とすること。 

⑸ 事務処理上の留意事項 

鋼製強化プラスチック製二重殻タンクに係る完成検査を行う場合にあっては、次の事項に留 

意して行うこと。 

ア 鋼製強化プラスチック製二重殻タンクの被覆に係る完成検査としては、前記⑶ケ(ｱ)から

(ｴ)までに掲げる事項について確認すること。 

イ 検知層の気密性については、鋼製強化プラスチック製二重殻タンクを地盤面下に埋設した

後に、当該検知層を加圧（0.02MPa 程度）又は減圧（0.02MPa 程度）し、当該状態を 10 分間

以上維持し圧力降下がないことを確認すること。 

⑹ 鋼製強化プラスチック製二重殻タンクに係る定期点検漏洩検知設備のセンサー、警報装置等

の機能に係る点検については、センサーの方式等に応じて適切に行うこと。 

※ 参考通知 

「地下貯蔵タンクのふたの省略」(S.37.4.6 自消丙予発第 44 号質疑） 

「原子力研究所のディーゼル機関及びボイラー用地下タンク貯蔵所」 

(S.37.7.24 自消丙予発第 75 号質疑） 

「鋼製二重殻タンクに係る規定の運用について」（H.3.4.30 消防危第 37号通知） 

「強化プラスチック製二重殻タンクに係る規定の運用について」 

(H.7.3.28 消防危第 28号通知） 

 

23 地下貯蔵タンクの流出事故防止対策に係る事項 

⑴ 腐食のおそれが特に高い地下貯蔵タンク等の要件等に関する事項 



 

ア 対象となる地下貯蔵タンクに係る設置年数、塗覆装の種類及び設計板厚の定義は、以下の

とおりとする。 

(ｱ) 設置年数は、当該地下貯蔵タンクの設置時の許可に係る完成検査済証の交付年月日を起 

算日とした年数をいうこと。 

(ｲ) 塗覆装の種類は、告示第４条の 48第１項に掲げる外面の保護の方法をいうこと。 

(ｳ) 設計板厚は、当該地下貯蔵タンクの設置時の板厚をいい、設置又は変更の許可の申請に 

おける添付書類に記載された数値で確認すること。 

イ 腐食のおそれが特に高い地下貯蔵タンク及び腐食のおそれが高い地下貯蔵タンクの要件

は、次のとおりであること。 

(ｱ) 腐食のおそれが特に高い地下貯蔵タンク 

腐食のおそれが特に高い地下貯蔵タンクは次表に掲げるものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

(ｲ) 腐食のおそれが高い地下貯蔵タンク 

腐食のおそれが高い地下貯蔵タンクは次表に掲げるものであること。 

 

 

⑵ 腐食のおそれが特に高い地下貯蔵タンクに講ずべき措置に関する事項 

腐食のおそれが特に高い地下貯蔵タンクに講ずべき措置のうち、内面の腐食を防止するため 

のコーティングは、H.22.7.8 消防危第 144 号通知の別添１によること。 

⑶ 腐食のおそれが高い地下貯蔵タンクに講ずべき措置に関する事項 

腐食のおそれが高い地下貯蔵タンクに講ずべき措置のうち、地下貯蔵タンクからの危険物の 

微小な漏れを検知するための設備には、例えば高い精度でタンクの液面を管理することができ 

る高精度液面計があること。 

※ 参考通知 

「既設の地下貯蔵タンクに対する流出防止対策等に係る運用について」 

(H.22.7.8 消防危第 144 号通知） 

「地下タンク貯蔵所等関係」（H.24.3.30 消防危第 92 号質疑） 

「地下貯蔵タンク等の電気防食について」（R.2.3.27 消防危第 89号） 

 


